
 

第 8 回理事会 議事録   
 

 

支部理事会議報告 令和 2 年 12 月 16 日（水） 

13 時 30 分～14 時 20 分 

会場：大宮ソニックシティ 

  市民ホール 403・404 

支部長 水出 祐子 ○ 副支部長 原島 好郎 〇 山口恵美子 〇 荒川 大輔 〇     

総 中嶋 禎 ○ 原口 浩二 ○ 髙柳 祥絵 △ 小林 和也 ×   

経 町田 典昭 ○ 望月 厚子 〇 藤井 まさみ ○ 鈴木 正剛 〇   

事 吉澤 澄子 ○ 武智 正和 〇 和泉 紀子 △ 柴田 惠美 ×   

厚 及川 浩一郎 ○ 木本 潤 〇 池田 良征 〇 楠原 正和 〇   

広 齊藤 竜造 〇 島村 勇 〇 服部 明美 ○ 細沼 朱美 ○   

業 渡部 光広 ○ 柳生 英珠 × 浜 浩子 〇 前田 忠宏 〇   

監事 遠藤 成弥 〇 高野 博道 〇   

顧問 石倉 正仁 × 大木 冨士夫 × 大久保 悟 ×   

協議事項 〔次第参照〕               出席○ 欠席× 遅刻△ 委任● 

1． 令和 2 年 11 月 事業報告（事業部）税務関係研修会 

2． 令和 3 年 2 月  事業計画（事業部）年金関係研修会 

3． 新春講演会タイムスケジュール等（総務部） 

4． その他     役員候補者の理事会承認の件（役員選考委員会）    

報告事項等概要 

1.支部長挨拶 

水出支部長より令和 2 年、最後の理事会であること。県会の広報委員会よりカレンダーが届いているので、

研修会に参加した会員に 1 部ずつ配るよう指示があり、協議事項の審議をよろしくお願いしますと挨拶があ

った。 

 

2.県会報告 

 鈴木県会副会長より 1 月から県会では Wｅｂ研修が始まる。コロナ禍では人数が制限されるため集合研修が

できない。Ｗｅｂ環境が整っている会員はパスワード等を入力の上、Ｗｅｂ研修に参加してほしい。必要機

材やソフト等の詳細は情報セキュリティ委員に聞いてもらいたい。 

山口総務委員会委員長より県会の規程集の発行が予定されており、各規程の見直しを行ったため支部規程、 

代議員規程、埼玉会会員に講師等を依頼する際の選考基準の説明が行われた。会則は県会総会を経て労働局 

の認可をもって決定されると報告があった。 

県会の賀詞交歓会は中止し労働局長賞の授賞式のみ行われ一般会員は参加不可であること、政治連盟では講 

演会のみが行われると報告があった。 

 

3.各種報告 なし 

 

4.事務局・各部報告 

事務局 なし 

経理部 なし 

事業部 雇用保険関係研修会の資料配布に協力してほしい。質疑応答は個別でお願いしたい。 

厚生部 なし 

広報部 埼玉労働基準署等の行政名札の取り付けが終わっているので確認してもらいたい。 

業務開発部 なし 

総務部 本日の研修会に際しての担当は受付（総務部）、検温（渡部、藤井）、カレンダー配布（厚生部）で 

行ってもらいたい。 

 

5.次回理事会 

日時：令和 3 年 1 月 19 日（火）12:30～ 

会場：ホテルラフレさいたま 4 階 欅の間 

 

※今後の定例会予定 

・1 月 19 日、2 月 17 日、3 月 15 日、 



協議・審議事項概要 

 

1． 事業報告（事業部）税務関係研修会 

 

吉澤事業部長より、報告書に沿って事業の名称、実施日時、参加人数、事業の成果と課題、決算額の説明があ

った。役員から意見や要望が出なかったため本協議事項は承認された。 

 

2． 事業計画（事業部）年金関係研修会 

 

吉澤事業部長より計画書に沿って事業の名称、実施日時、開催場所、事業目的、事業の内容、協議の要点、予

算額の説明があった。理事より年金額改定のルールや令和 4 年の年金制度改正の内容が分かれば教えてほし

いと意見が出された。役員からその他の意見や要望が出なかったため本協議事項は承認された。 

 

3.  新春講演会タイムスケジュール等 

 

 中嶋総務部長より新春講演会のタイムスケジュールについての説明が行われた。コロナ禍での書類受け渡し

による接触を避けるため次第の配布は行わないことが確認された。詳しい役割と配置は当日にお願いするこ

ととなった。 

 

4．その他 役員候補者の理事会承認の件 

 

 中嶋支部役員選考委員長から次期役員候補者を理事会で承認してほしいとの要請があり審議することとなっ

た。委員長が候補者全ての名前を読み上げた後、意見等を確認したが無かった。挙手による決議を行った結

果、役員全員の賛成が得られたため、本協議事項は承認された。 

 

  

 

報告書確認者 

 

 

 

報告書作成人 

 

総務部 原口浩二 

 


